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対象企業

2025年3月末日時点で、各企業の直近年度末における時価総額が5千億円以上であった東証

プライム市場上場企業293社の有価証券報告書を対象としました。

選定基準

有価証券報告書の「従業員の状況」における多様性の指標及び「サステナビリティに関する考え

方及び取組」における全般、気候変動、人的資本、その他における指標及び目標において、各

企業が開示している比率や集計範囲や開示の有無を分類集計し、定量的な観点から分析しまし

た。

なお、選定に当たっては、あくまで有価証券報告書上の記載に基づき判断しており、他の任意書

類を参照している場合には、参照先の開示については今回の好事例選定の対象外としています。

好事例分析の対象企業と選定基準
1. データ分析

page 
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セクター分類

セクター分類は、東証33業種分類を基にTOPIX17を考慮し、集約しました。東証33業種分類と

の紐づけ及び分類された企業数は以下の通りです。

好事例分析の対象企業と選定基準
1. データ分析

セクター分類 東証33業種分類 社数

1. 食品 食料品 14

2. エネルギー・資源 鉱業、石油・石炭製品、鉄鋼、非鉄金属、電気・ガス業 20

3. 建設・不動産 建設業、ガラス・土石製品、金属製品、不動産業 27

4. 素材・化学 繊維製品、パルプ・紙、化学 21

5. 医薬品 医薬品 10

6. 機械・自動車 機械、輸送用機器、ゴム製品 34

7. 電機・精密 電気機器、精密機器 40

8. 情報通信・サービスその他 その他製品、情報・通信業、サービス業 46

9. 運輸・物流 陸運業、海運業、空運業 19

10. 商社・卸売 卸売業 12

11. 小売 小売業 22

12. 金融 銀行業、証券・商品先物取引業、保険業、その他金融業 28

合計 293

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人
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27社

31社

27社

44社

76社

88社

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3兆円以上

1兆円以上3兆円未満

5千億円以上1兆円未満

有 無
11社

14社

12社

60社

93社

103社

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3兆円以上

1兆円以上3兆円未満

5千億円以上1兆円未満

有 無

データ分析 「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー全般ー
1. データ分析

「マテリアリティ特定プロセスの記載の有無」

◼ 「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記載において、個別のトピックの開示に入る前にマ
テリアリティ選定プロセスを記載する事例は、全体では29%（85社）となっているが、時価総額区分
で見ると3兆円以上の区分では38%となっており、時価総額区分が小さくなるほど減少傾向にある。

◼ マテリアリティ特定プロセスは、課題（サステナビリティ項目）の抽出、課題の評価、重要度・優先
順位の評価、承認、といったステップごとに詳細を記載する事例が多く見られた。

◼ 課題の抽出に当たっては、GRIガイドライン、ISO26000、SASBスタンダードなどを参照している
ことを記載する事例も多く見られた。

「マテリアリティマトリックスを用いた記載の有無
（*マテリアリティマトリックス・・・企業が優先的に取り組むべき課題を2つの軸によって視覚的に整理したもの)」

◼ マテリアリティ開示の典型例となっているマテリアリティマトリックスを用いた開示状況を調査した。
全体では、マテリアリティマトリックスを記載している事例が13% （37社）となっているが、これも3
兆円以上の区分では、15%と全体に比較しても多い傾向が見られた。

◼ マテリアリティマトリックスの2軸の定義は企業によりさまざまであるが、「ステークホルダーにとっ
ての影響度」×「自社グループにとっての影響度」の2軸を採用している（いわゆるダブルマテリア
リティに基づく）開示事例が多く見られた。

◼ マテリアリティマトリックスで影響度が高いと評価した項目（マトリックスで右上の象限に位置する
もの）の全てを、重要なサステナビリティ情報として有価証券報告書に個別に記載を行っている事
例は多くなかったが、有価証券報告書における記載事項との関連性を記載する事例はいくつか
見られた。

▍ 「サステナビリティに関する考え方及び取組」におけるマテリアリティの開示

分析コメント

◼ マテリアリティ選定プロセスの記載の有無 ◼ マテリアリティマトリックスを用いた記載の有無

記載有り 85社 （29%）

記載無し 208社（71%）

【時価総額区分ごとの割合】 【時価総額区分ごとの割合】

記載有り 37社 （13%）

記載無し 256社（87%）
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データ分析 「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー全般ー
1. データ分析

▍ 「サステナビリティに関する考え方及び取組」において識別されているマテリアリティ項目

◼ 気候変動、人的資本以外に関するマテリアリティ

ガバナンス・コンプライアンス 123社

人権 87社

サプライチェーン・バリューチェーン 78社

自然資本・生物多様性 68社

廃棄物・循環型経済 63社

AI・デジタル 58社

労働安全性 41社

品質・製品の安全性 39社

情報セキュリティ・プライバシー 38社

水資源 23社

技術開発・イノベーション 21社

知的財産 11社

※ マテリアリティとして記載されているものを集計しており、必ずしも有価証券報告書の個別記載項目ではありません。
※ サプライチェーン・バリューチェーンには、品質保証に関するバリューチェーンマネジメントも含まれています。
※ ガバナンス・コンプライアンスには、リスクマネジメントも含まれています。

※ 企業によってさまざまな記載があるため、集計の分類には判断が多く含まれています。

「気候変動、人的資本以外のマテリアリティ」

◼ 「サステナビリティに関する考え方及び取組」においてマテリアリティを開示して
いる事例において、気候変動、人的資本以外のマテリアリティについて、最も多
かったのはガバナンス・コンプライアンスであった。企業の社会的な責任を踏ま
えつつ、企業の健全な事業活動をさらに発展させていくために不可欠な礎として、
ガバナンス・コンプライアンスを重要と考える企業が多いと考えられる。

◼ 左記に記載の項目以外にも、地域社会への貢献・発展、社会インフラの整備な
ども挙げられていた。

分析コメント
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データ分析 「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー全般ー
1. データ分析

▍ 「サステナビリティに関する考え方及び取組」において識別されているマテリアリティ項目 ―セクター別―

※ マテリアリティとして記載されているものを集計しており、必ずしも有価証券報告書の個別記載項目ではありません。
※ サプライチェーン・バリューチェーンには、品質保証に関するバリューチェーンマネジメントも含まれています。
※ ガバナンス・コンプライアンスには、リスクマネジメントも含まれています。

※ 企業によってさまざまな記載があるため、集計の分類には判断が多く含まれています。

1. 
食品

ガバナンス・コンプライアンス 1 11 10 8 5 15 19 18 11 3 11 11

人権 3 7 5 6 3 11 15 8 9 6 4 10

サプライチェーン・バリューチェーン 4 7 5 10 5 9 18 8 3 1

2. 
エネルギー・

資源

3. 
建設・
不動産

4. 
素材・
化学

5. 
医薬品

6. 
機械・
自動車

7. 
電機・
精密

8. 
情報通信・
サービス
その他

8

自然資本・生物多様性 6 3 5 9 2 11 14 3 1 1 4 9

廃棄物・循環型経済 4 8 6 8 10 11 4 2 2 6 2

AI・デジタル 9 2 5 3 10 9 7 1 1 11

労働安全性 5 5 4 1 8 10 2 3 1 2

品質・製品の安全性 4 3 6 7 6 6 3 2 2

情報セキュリティ・プライバシー 2 3 2 4 6 11 2 1 1 6

水資源 2 1 4 1 5 6 1 3

技術開発・イノベーション 1 3 5 3 4 2 3

知的財産 1 1 1 1 7

9. 
運輸・
物流

10. 
商社・
卸売

11. 
小売

12. 
金融

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人



9

ガイドの値

9.00

8.85

7.80

6.40

6.95

8.25

データ分析 「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー気候変動ー
1. データ分析

実績開示有り※1 212社

連結グループ※2※3 162社

単体※3 11社

上記以外 39社

実績開示無し 81社

「Scope1・2 GHG排出量の集計範囲（バウンダリー）」

◼ GHG排出量あるいは削減量の実績を開示している事例のうち、集計範囲（以下、バウンダリー）を連
結グループとしている事例は162社、単体としている事例は11社あった。

◼ 連結グループとした事例において、文脈上、連結グループと集計したものの、明確なバウンダリーを
記載していない企業が多数であった。

◼ 連結グループ、単体としているもの以外の事例は39社あり、財務報告での連結会社とは集計範囲が

異なるものの、集計した子会社や拠点を具体的に明記している事例、「当社及び主要なグループ会
社」、「国内外の生産拠点」、「国内グループ」、「主要会社のうち環境負荷の大きいもの」などの事例
が見られた。

◼ 連結グループ、単体、それ以外として分類を行ったが、全体的にバウンダリーが具体的に分かる事
例は少なく、どのレベルでの集計がなされているか記載からは明確に把握できない事例が多数であ
り、適切なバウンダリーによる集計と開示は引き続き今後の課題と考えられる。

◼ なお、統合報告書等を参照としている事例も含めて、有価証券報告書上、実績を開示していない事
例は81社と全体の28%程度見られた。

「Scope1・2 GHG排出量の時価総額別開示比率」

◼ 時価総額区分による開示比率の差はほとんど見られなかった。

※1 当期実績でなく前期実績を記載する場合でも開示有りとカウントしている。
※2 連結と単体を区分して、あるいは単体、国内グループ、海外グループ、連結に区分して記載している事例、あるいは集計範囲（バウンダリー）の記載

はされていないものの、当社グループと記載しており、文脈上、連結グループとして集計されていると推測できる事例を集計している。
※3 集計範囲（バウンダリー）の記載はされていないものの、自社、提出会社と記載しており、文脈上、単体として集計されていると推測できる事例を単体

として集計している。なお、連結と単体を両方記載している事例は、連結グループで1社として集計している。

▍ 「サステナビリティに関する考え方及び取組」におけるScope1・2 GHG排出量の開示状況

◼ Scope1・2 GHG排出量の時価総額別開示状況

52社

77社

83社

19社

30社

32社

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3兆円以上

1兆円以上3兆円未満

5千億円以上 1兆円未満

有 無
◼ Scope1・2  GHG排出量の集計範囲（バウンダリー）

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人
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データ分析 「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー気候変動ー

「Scope3 GHG排出量の開示有無」

◼ Scope3 GHG排出量あるいは削減量の実績を開示している事例は121社であり、全体の41%程度
が開示を行っていた。

◼ 開示を行っている企業の割合は、医薬品セクター、商社卸セクター、金融セクターで高く、情報通信・
サービスセクターで低いなど、セクターによるばらつきがあった。

「Scope3 GHG排出量の時価総額別開示状況」

◼ 時価総額別の分析では、規模の大きいグループが開示の比率が高いとも言えず、規模の大きさに
よる目立った特徴は見られなかった。

36%
50% 44%

33%

60% 38% 43% 28%

37%

58%

36%

54%

20%

40%

60%

0

20

40

60

1. 食品 2. エネルギー・

資源

3. 建設・不動産 4. 素材・化学 5. 医薬品 6. 機械・自動車 7. 電機・精密 8. 情報通信・

サービスその他

9. 運輸・物流 10. 商社・卸売 11. 小売 12. 金融

Scope3開示有無（セクター別）

無 有 %

▍ 「サステナビリティに関する考え方及び取組」におけるGHG排出量Scope3開示有無

実績開示有り※1 121社

実績開示無し 172社

※1 当期実績でなく前期実績を記載する企業も開示有
りとカウントしている。

※2 「それ以外」は、一部のカテゴリの合計を記載したも
の、Scope1-3の合計を記載したもの、削減率のみ

を記載したもの、セクター別の合計を記載したもの
などである。

【時価総額区分別ごとの別開示状況】

8社

6社

9社

6社

6社

11社

14社

18社

23社

2社

11社

7社

41社

66社

65社

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3兆円以上

1兆円以上3兆円未満

5千億円以上 1兆円未満

有：ｶﾃｺﾞﾘ別内訳

有：一部ｶﾃｺﾞﾘのみ

有：合計のみ

有：それ以外

無

◼ Scope3 GHG排出量の開示有無

※2

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

1. データ分析

分析コメント
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データ分析 「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー人的資本ー
1. データ分析

▍人的資本項目の「指標及び目標」における、従業員の状況の「多様性の指標」以外の指標のセクター別設定状況

2 1 3 2 1
7 7 7

1 4 6 1

12 19
24

19
9

27
33

39

18 8
16 27

86%

95%
89% 91% 90%

79%
83% 85%

95%

67%
73%

96%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

10

20

30

40

50

1. 食品 2. エネルギー・

資源

3. 建設・不動産 4. 素材・化学 5. 医薬品 6. 機械・自動車 7. 電機・精密 8. 情報通信・

サービスその他

9. 運輸・物流 10. 商社・卸売 11. 小売 12. 金融

従業員の状況の「多様性の指標」以外の指標の有無

無 有 開示有の比率

「多様性の指標以外の指標の有無」

◼ 有価証券報告書では人材育成方針や社内環境整備方針の戦略セクションで定めた人材戦略の進
捗を図るための各種指標が開示されることが期待されている。多様性指標は、DE&I（多様性、公平
性、包括性）戦略に対応するパフォーマンス指標として開示されることが多いが、人材戦略はDE&Iに

限定されるものではなく、本来は人材育成方針や社内環境整備方針に対応する多様性以外の指標
も設定されてしかるべきであるとの考えのもと、調査を実施した。

◼ 人的資本項目における「指標及び目標」のうち、従業員の状況に関する「多様性の指標」以外の指標
を設定している企業は、全体的に多い傾向が見られた。中でも、金融セクター（96%）、エネルギー・資
源セクター（95%）、運輸・物流セクター（95%）においては、非常に高い比率で多様性以外の指標が
開示されている。

◼ 金融セクターでは多いものとして、従業員エンゲージメントのサーベイに関する指標21社（75%）、人
材育成に関する指標15社（54%）、有給休暇等ワークライフバランスに関する指標8社（29%）、マネジ

メントポジション、新規事業、社内公募等チャレンジに関する指標8社（29%）、健康増進、健康と生産
性との関連を示す指標7社（25%）があった。

◼ エネルギー・資源セクターでは、人材育成に関する指標15社（75%）、従業員エンゲージメントのサー
ベイに関する指標14社（70%）、有給休暇等ワークライフバランスに関する指標9社（45%）、健康増
進、健康と生産性との関連を示す指標8社（40%）、人材獲得・採用に関する指標7社（35%）、安全衛
生に関連する指標7社（35%）があった。

◼ 運輸・物流セクターでは、人材育成に関する指標12社（63%） 、従業員エンゲージメントのサーベイに
関する指標12社（63%）、障がい者に関する指標10社（53%）、マネジメントポジション、新規事業、社
内公募等チャレンジに関する指標5社（26%）、人材獲得・採用に関する指標5社（26%）、健康増進、
健康と生産性との関連を示す指標5社（26%）があった。

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

分析コメント
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データ分析 「従業員の状況」（女性管理職比率）
1. データ分析

▍ 「従業員の状況」における、女性管理職比率

23.1%
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1. 食品 2. エネルギー・

資源

3. 建設・不動産 4. 素材・化学 5. 医薬品 6. 機械・自動車 7. 電機・精密 8. 情報通信・

サービスその他

9. 運輸・物流 10. 商社・卸売 11. 小売 12. 金融 総計

女性管理職比率セクター別

最大 最小 平均

◼ 女性管理職比率が35%以上と高い水準にある企業は、素材・化学、情報通信・サービスその他、
運輸・物流、商社・卸売の各セクターにおいて、それぞれ1社ずつ確認された。これらの企業では、

いずれも女性管理職比率に関して高い目標設定がなされており、業種特性によるものというより
は、各社固有の方針や取組みに起因するものと考えられる。

◼ 情報通信・サービスセクターでは、25%以上の比率を示す企業が比較的多く、25%以上の企業18
社のうち6社が当該セクターに属している。これらの企業では、在宅勤務制度など柔軟な働き方を
可能とする環境整備が進んでいると考えられる。

◼ 平均比率が最も高かったのは小売セクターである。同セクターの分布の特徴としては、極端に高
い比率を示す企業は見られないものの、おおむね20%前後に集中している点が挙げられる。これ

は、女性従業員が比較的多い業界であることに加え、柔軟な働き方の導入や多様な役割の提供
といった取組みが進んでいることが背景にあると考えられる。

◼ 一方、機械・自動車、エネルギー・資源、電機・精密の各セクターでは、女性管理職比率が低い傾
向にある。これらのセクターはいずれも重厚長大型の製造業に分類される。

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

分析コメント
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対象企業

2025年3月末日時点で、各企業の直近年度末における時価総額が5千億円以上であった東証

プライム市場上場企業293社の有価証券報告書を対象としました。

選定基準

有価証券報告書「従業員の状況」における人的資本、多様性に関する開示や「サステナビリティ

に関する考え方及び取組」における全般、気候変動、人的資本、その他のサステナビリティ情報

の開示を、次ページ以降に示す金融庁「記述情報の開示の好事例集」の考え方等をもとに、経

営戦略との関連性の有無、図解等を用い分かりやすい開示となっているか、定量的な情報が含

まれているか、開示情報に深度や意味があるか、企業の状況を踏まえた開示となっているか、

昨年度からの開示の充実が見られるか等の総合的な視点から検討し選定しました。

なお、選定に当たっては、あくまで有価証券報告書上の記載に基づき判断しており、他の任意書

類を参照している場合には、参照先の開示については今回の好事例選定の対象外としています。

好事例分析の対象企業と選定基準
2. 好事例集（定性分析）

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人



「サステナビリティに関する考え方及び取組」
ー全般ー
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

好事例の考え方 1/3

サステナビリティ全般における好事例の考え方 出所

◼ 企業価値の向上にどのような影響を与えるのかという観点からの開示は有用

◼ サステナビリティ情報の開示について、より分かりやすく、魅力的に伝えることを意識することが差別化に
繋がり有用

◼ ISSBにより今後開発されるサステナビリティ情報の開示基準に留意し、投資家の意思決定に影響を与え
るような情報は何かという視点を持ち、開示を行うことは有用

◼ 気候変動を企業活動に密接なエネルギー問題としてとらえることは、企業の気候変動に関する課題に対
し、重大性を持つことに繋がるため有用

◼ 中期経営計画との整合性を意識した開示を行うとともに、そのレビューを行うことは有用

◼ 企業において、企業価値向上のためのストーリーを組み立て、ストーリーに該当する項目を中心に開示を
充実させていくことはマテリアリティの考え方として有用

◼ TCFD提言の4つの枠組み（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）がある中で、ガバナンスは重要

であるところ、ガバナンスの項目で記載されている内容が実効的に機能しているということは、戦略、リス
ク管理、指標と目標が統合性を持って説明できることであり、開示もそうした観点で行われることが有用

◼ 企業価値の向上にどのような影響を与えるのかという観点からの開示は有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2022」（2023年1月31日）
www.fsa.go.jp/news/r4/singi/
20230131/01.pdf
（2025年9月3日アクセス）

◼ 「戦略」と「指標及び目標」について、各企業が重要性を判断した上で記載しないこととした場合でも、当該
判断やその根拠の開示を行うことが期待される。

金融庁「記述情報の開示に関する
原則（別添）―サステナビリティ情
報の開示について―」
www.fsa.go.jp/news/r4/sonota
/20221107/05.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー全般ー

https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/01.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/01.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20221107/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20221107/05.pdf
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

好事例の考え方 2/3

サステナビリティ全般における好事例の考え方 出所

◼ サステナビリティ開示に関しては、まずサステナビリティ全般から説明するとサマリーとしてわかりやすく
有用

◼ 企業の全体戦略とサステナビリティの関わりについて開示することは有用

◼ マテリアリティの特定において2軸での整理をする場合、その会社にとって特に重要な項目は何なのかが
明確になるよう、重要度の最も高い象限に項目を集中させ過ぎないことが有用

◼ 4つの枠組みのうち、最も重要なものはガバナンスとリスク管理である

ガバナンスにおいては

① 全般的なガバナンス体制が開示されていると、サステナビリティをどの程度重要視しているかが読み
取れるため有用

② 取締役会がどのように経営陣を監督しているかに加え、実効性に関する評価について開示することが
有用。具体的には、監督を行うスキルやコンピテンシーがあるか、取締役会でどのような議論が行わ
れているか、経営者をどのように評価しているかを記載すること等が挙げられる

◼ リスク管理では、そのプロセスを記載する必要があるため、事業等のリスク等を参照するだけでは情報が
不足する可能性がある。また、事業にかかわるリスクだけではなく、機会についても記載することが有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2023」（2023年12月27日）
www.fsa.go.jp/news/r5/singi/
20231227/04.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー全般ー

https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/04.pdf
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

好事例の考え方 3/3

サステナビリティ全般における好事例の考え方 出所

◼ ガバナンスにおいては、執行側の記載だけではなく監督側についても記載することが重要。監督側の記
載としては、取締役会が経営陣をどのように監督しているかについて記載することが有用。具体的には取
締役会がサステナビリティ戦略をモニタリングするスキルを有しているか否かの記載や、監督機関への報
告頻度、報告内容に加え、報酬制度を通じた経営者の評価について記載することが挙げられる。執行側
の記載としては、委員会等の位置付けや責任者、構成員に加 え、議論の頻度や内容、サステナビリティ
関連のリスクと機会の優先順位付けの方針について記載することが挙げられる

◼ サステナビリティは、ESGのEやSの取組みの延長ではなく、中長期的な将来キャッシュ・フローに影響を

与えるリスクと機会に関する概念であることを理解したうえで、戦略のセクションでは、企業理念や経営戦
略にサステナビリティ戦略がどのように関わるかを開示することが有用

◼ サステナビリティ関連のリスクと機会を識別するためのプロセスについて開示することは有用。加えて
SASBスタンダードを参照したと記載することはより有用。

◼ リスク管理では、サステナビリティ関連のリスクだけではなく、機会についても記載することが必要。具体
的には、サステナビリティ関連のリスクと機会をどのように識別・評価し、優先順位を付けているのかにつ
いて開示することが挙げられる。

◼ 指標には比較可能な指標と独自指標があるが、なぜその指標を選定したか開示することが有用であり、
独自指標の場合には、指標の定義を開示することが有用

◼ 指標及び目標では、指標と目標に加えて、目標に対する実績、実績に対する評価及び目標の達成時期
について記載することが有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2024」（2024年11月8日）
www.fsa.go.jp/news/r6/singi/
20241108/05.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー全般ー

https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/05.pdf
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古河電気工業株式会社 1/3
好事例集 サステナビリティ全般

「リスク」だけでなく「収益機会」につながるマテリアリティも識別している。マテリアリティの定義を具体的に記載している。
好事例
ポイント

サステナビリティ全般

基本方針

特定したマテリアリティを「収益機会」、「リスク」のそれぞれの観点から整理し、
この後に説明される戦略、リスク管理、指標と目標についてもこの整理ごとに
記載がなされている。

マテリアリティの定義を「資本効率向上」あるいは「資本コストの低減」に資す
るものと具体的に記載している。なお、このマテリアリティはESG経営における
経営上の重要課題ではあるものの、「財務・会計上における重要課題」とは異
なる点が明記されている。

出所：EDINET閲覧（提出）サイトdisclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,（2025年8月12日アクセス）

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
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古河電気工業株式会社 2/3
好事例集 サステナビリティ全般

マテリアリティの特定プロセスが具体的に記載されている。外部要因・内部要因のそれぞれを踏まえた重要項目を整理し、重要度評価
を行った結果、重要と判断したものについて、「リスク」及び「収益機会」のそれぞれに整理し、マテリアリティとして識別している。

好事例
ポイント

サステナビリティ全般

戦略

マテリアリティ特定プロセスを具体的に記載している。
マテリアリティの重要度を「株主・投資家にとっての重要度」と「ビジョン2030
達成にとっての重要度」と2軸で整理したマテリアリティマトリクスを記載して
おり、その中で、特定した29項目について重要度評価、優先順位付けを行い、

その中でも重要課題として判断されたものを、リスク・収益機会の観点から類
型化・再整理してマテリアリティとして識別している。

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,（2025年8月12日アクセス）

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
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古河電気工業株式会社 3/3
好事例集 サステナビリティ全般

特定したマテリアリティについて、「収益機会のマテリアリティ」「リスクのマテリアリティ」それぞれリスク管理方針、指標と目標が記載さ
れている。目標と実績の比較が可能で、一貫性があり理解しやすい。

好事例
ポイント

特定されたマテリアリティごとに、リスク管理方針、指標と目標を記載している。
「収益機会のマテリアリティ」については、気候変動だけでなく知的財産についても
後述で4つのコアコンテンツごとに記載をしているためそちらを参照させている。

サステナビリティ全般

リスク管理／
指標と目標

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,（2025年8月12日アクセス）

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
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好事例集 サステナビリティ全般

日本電気株式会社 1/2

企業価値を算出式を用いて定義。その算出式の要素それぞれにマテリアリティがどのように企
業価値に影響するのかを図式化している。マテリアリティへの取組みが企業価値向上につなが
る点が明確になっている。

サステナビリティ全般

戦略

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZ85,,（2025年8月12日アクセス）

識別したマテリアリティと企業価値の関係を図式化し、成長マテリアリティ及び基盤マテリアリティに分けてリスクと機会、取組みを記載
している。

好事例
ポイント

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZ85,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZ85,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZ85,,
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日本電気株式会社 2/2
好事例集 サステナビリティ全般

企業価値向上に影響を与えると整理した成長マテリアリティ・基盤マテリアリティについて「2025中期経営計画」において、設定したKPI
とそのKPIの実績値を表形式で端的に記載している。

好事例
ポイント

前ページで識別した成長マテリアリティ・基盤マテリアリティのそれぞれについて「2025中期経営計画」においてKPIを設定している。

さらに、その2024年度実績を記載することで、各マテリアリティに対する目標設定と取組み実績が端的かつ具体的に記載されている。

サステナビリティ全般

指標と目標

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZ85,,（2025年8月12日アクセス）

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZ85,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZ85,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZ85,,
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好事例集 サステナビリティ全般

「取締役会スキルマトリックス」
に定めるスキルを定義した上で、
「取締役会スキルマトリックス」
にて、各取締役が役職に照らし
て発揮が期待されるスキルを明
確にしている。

執行と監督の両者を意識したス
キルセットとなっている。

役員報酬の業績指標にサステナビ
リティ関連指標を取り込んでおり、そ
の具体的な割合も示されている。
また、その指標は中期計画KPIと連
動していることが示されている。

アサヒグループホールディングス株式会社

取締役会スキルマトリックス、及びスキルの定義の記載があり、実効性を持たせるためのスキル要件となっていることが分かる。
役員報酬の業績指標のサステナビリティ関連指標の組み込み方、及びその割合についても示されている。

好事例
ポイント

サステナビリティ全般

ガバナンス

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VHC1,,（2025年8月12日アクセス）

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VHC1,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VHC1,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VHC1,,


25

ガイドの値

9.00

8.85

7.80

6.40

6.95

8.25
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富士通株式会社 1/2
好事例集 サステナビリティ全般

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W1DS,,（2025年8月12日アクセス）

各マテリアリティに対して、2025年度に向けた具体的なアプローチを記載し

ている。「社内の取り組み」と「お客様・社会への事業展開」に分けて整理さ
れており、取組み内容の理解可能性を高める工夫がなされている。

サステナビリティ全般

戦略

マテリアリティについて2つのカテゴリーに分類し、それぞれ企業の価値創造との関連性を説明している。
分類されたマテリアリティごとの具体的な取組み内容が開示されている。

好事例
ポイント

マテリアリティを「必要不可欠な貢献分野」と「持続的な発展を可能にする土
台」の２つのカテゴリーに分類し、それぞれが企業の価値創造にどのように
関連するのかを体系的に説明している。

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W1DS,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W1DS,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W1DS,,
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富士通株式会社 2/2
好事例集 サステナビリティ全般

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W1DS,,（2025年8月12日アクセス）

企業の価値創造の源泉に深く関わり、社会的責任を果たすための取組みを「グローバルレスポン
シブルビジネス（Global Responsible Business : GRB）」として独自に定義し、GRBに対してあり
たい姿と関連したKPI設定を行うことで戦略とKPIの関連性の理解が深まる開示となっている。

サステナビリティ全般

指標と目標

企業の価値創造と社会的責任の両立を目指す重点的な取組みを、「グローバルレスポンシブルビジネス（GRB）」として独自に定義。
GRBに対してありたい姿と関連したKPI設定を行うことで戦略とKPIの関連性の理解が深まる開示となっている。

好事例
ポイント

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W1DS,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W1DS,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W1DS,,
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伊藤忠商事株式会社 1/3

CAOが取締役会やガバナンス・指名・報酬委員会のメンバーを務め、サステナビリティの取組みの経営戦略や報酬へ反映する監督体
制が分かりやすくまとめられている。

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,（2025年8月12日アクセス）

サステナビリティ全般

ガバナンス

サステナビリティ委員会の委員長をCSuOではなくCAO
（Chief Administrative Officer）が務めており、CAO
が総責任者として位置づけられている。

サステナビリティの取組みが全社戦略と密接に連携し
ていることを示唆しており、サステナビリティの取組みを
経営戦略に組み込む企業独自の工夫が見られる。

各会議体の機能と指揮系統が具体的に示されている。

好事例集 サステナビリティ全般

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,
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伊藤忠商事株式会社 2/3

監督機能、執行機能の両面から記載がされており、監督機能についてはスキル・コンピテンシーについて説明している。
執行機能については、サステナビリティ関連会議体での主な承認・審議・報告事項について説明している。

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,（2025年8月12日アクセス）

サステナビリティ全般

ガバナンス

サステナビリティの関連会議体での承認事項や報告事項、開催回数を開
示し、どのような議論が、どのような頻度で行われたかが記載することで、
執行機能としてのサステナビリティ委員会の実績が理解できる。

投資戦略の執行・モニ
タリングにESGが組み
込まれ、CAOが取締

役会に報告し、取締
役会がこれを監督し
ている。

取締役会が監督に当
たってコンピテンシー
を確保していることが
記載されている。

好事例集 サステナビリティ全般

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,
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伊藤忠商事株式会社 3/3

COSO-ERMフレームワークの考え方を参考に、全社的リスクマネジメントの基本方針を定めている。必要なリスク管理体制及び手法を
整備してサステナビリティ関連のリスクと機会の評価もその中で行っている。

好事例
ポイント

サステナビリティ全般

リスク管理

COSO-ERMフレームワークの考え方を参考に、全社的リスクマネジメントの基本

方針を定め、全社的リスクマネジメントシステムのガバナンスのもと、事業運営に
伴うサステナビリティ関連のリスクと機会の管理を行っていることが示されている。

好事例集 サステナビリティ全般

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,（2025年8月12日アクセス）

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VYN4,,


「サステナビリティに関する考え方及び取組」
ー気候変動ー
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好事例の考え方 １/4

気候変動における好事例の考え方（1/2） 出所

◼ TCFD提言の4つの枠組み（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）に沿った開示は、引き続き有用

◼ TCFD提言に沿った開示を行うにあたり、財務情報とのコネクティビティを意識し、財務的な要素を含めた
開示を行うことは有用

◼ リスク・機会に関する開示について、一覧表で、定量的な情報を含めた開示を行うことは有用

◼ トランジションやロードマップといった時間軸を持った開示を行うことは、海外の気候変動に関する開示で
も重視されており有用

◼ サステナビリティ情報に関する定量情報について、前提や仮定を含め開示することは有用

◼ 実績値を開示することは、引き続き有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2022」（2023年1月31日）

www.fsa.go.jp/news/r4/singi/
20230131/03.pdf
（2025年9月3日アクセス）

◼ タスクフォースは、すべての組織が、重要性評価とは無関係にスコープ1およびスコープ2のGHG 排出量
を絶対値で開示すべきと考えている。スコープ3 GHG 排出量の開示は重要性評価を伴うが、タスクフォー
スは組織に対してその排出量の開示を奨励する。

TCFDコンソーシアム「TCFDガイダ
ンス3.0」
tcfd-
consortium.jp/pdf/news/22100
501/TCFD_Guidance_3.0_J.pdf
（2025年9月3日アクセス）

◼ TCFD又はそれと同等の枠組みに基づく開示をした場合には、適用した開示の枠組みの名称を記載する
ことが考えられる。

◼ Scope1（事業者自らによる直接排出）・Scope2（他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接
排出）の GHG 排出量について、企業において積極的に開示することが期待される。

金融庁「記述情報の開示に関する
原則（別添）―サステナビリティ情
報の開示について―」
www.fsa.go.jp/news/r4/sonota
/20221107/05.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー気候変動ー

https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/03.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/03.pdf
https://tcfd-consortium.jp/pdf/news/22100501/TCFD_Guidance_3.0_J.pdf
https://tcfd-consortium.jp/pdf/news/22100501/TCFD_Guidance_3.0_J.pdf
https://tcfd-consortium.jp/pdf/news/22100501/TCFD_Guidance_3.0_J.pdf
https://tcfd-consortium.jp/pdf/news/22100501/TCFD_Guidance_3.0_J.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20221107/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20221107/05.pdf
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好事例の考え方 2/4
「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー気候変動ー

気候変動における好事例の考え方（2/2） 出所

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2022」（2023年1月31日）

www.fsa.go.jp/news/r4/singi/
20230131/01.pdf
（2025年9月3日アクセス）

| TCFD提言における推奨される開示項目

https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/01.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/01.pdf
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好事例の考え方 3/4

気候変動における好事例の考え方 出所

◼ TCFDにおいてもScope3が求められており、開示がない場合には「開示に消極的で劣後している」と見ら
れるため、Scope3についても開示することが有用

◼ 気候変動の開示においては、Scope3の開示に加えて、シナリオ分析を行うにあたっての前提条件や想
定期間の明示、機会とリスクの事業インパクト、目標値の5つの開示が重要な要素になる

◼ シナリオ分析においては、自社に関係のある情報をシナリオに反映することにより、分析の過程や結果が
分かりやすく納得感のあるものになるため有用

◼ シナリオ分析等において、データソースを開示することは有用

◼ 生物多様性や水資源等は、TCFDの次の重要なテーマであり、積極的に開示していくことは有用

◼ 自然資本を使っている業界にとっては、気候変動、水リスクや生物多様性等の自然資本は相互に関連し
ているため、3つのリスクを同時に開示することが有用

◼ 自然資本や水リスクの場合、地域をどのようにリスクマネジメントするかが重要であるため、拠点ごとの評
価が有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2023」
www.fsa.go.jp/news/r5/singi/
20231227/05.pdf
（2025年9月3日アクセス）

◼ 「サステナビリティに関する考え方及び取組」の4つの構成要素（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標及び

目標）間でのストーリー性の構築や、「経営方針等」及び「事業等のリスク」との関連に加え、サステナビリ
ティ情報と財務情報とのつながりがある開示をすることも重要であり、例えば、インターナルカーボンプラ
イスを使うことによってGHG排出量を財務と関連付けることが考えられる。

◼ 気候変動等の影響による中長期的な見通しだけではなく、実際の取組みや具体的な対応策、進捗の実
績を開示することが有用。

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2024」（2024年11月8日）
www.fsa.go.jp/news/r6/singi/
20241205/04.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー気候変動ー

https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/05.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
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好事例の考え方 4/4

気候変動における好事例の考え方 出所

◼ サステナビリティ情報の中で特に着目しているのは機会の記載であるため、リスクだけではなく機会につ
いて開示することが有用。具体的には、以下のような記載が挙げられる • どのような事業機会があるの
か • 事業機会をどのように生かすのか • どのように環境変化に対応するのか • 事業機会を生かすため、
また、環境変化に対応するためのキャピタルアロケーションについてどのように考えているのか

◼ シナリオ分析においては、一般的なシナリオだけではなく、自社の置かれている経営環境等を踏まえた独
自のシナリオを反映した分析を行うことが有用

◼ 財務影響が定量的に開示されないと、リスクと機会の各項目を合計した全体的な影響を把握することが
できないため、財務影響を定量的に開示することが重要であり、定性的な開示を行う場合には、全体的な
影響や合計についても開示することが有用

◼ 財務的な影響額に加え、時間軸についても開示することが有用。加えて、時間軸の定義と戦略的意思決
定に用いる計画期間との関係を開示することはより有用

◼ サステナビリティ情報における指標は、他社との比較可能性に加え、自社における時系列での比較可能
性も重要になるため、過去実績を含めた長期時系列での変化を開示することが有用

◼ 気候変動に関する指標及び目標では、GHG排出量だけではなく、目標の達成のために経営者や取締役
会が進捗を測定している指標についても開示することが有用

◼ TNFDに基づく開示では「依存」に着目しており、「影響」のインパクトの 開示も使いながら財務影響を開
示することが有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2024」（2024年11月8日）
www.fsa.go.jp/news/r6/singi/
20241205/04.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー気候変動ー

https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241205/04.pdf
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ガイドの値

9.00
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7.80

6.40
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好事例集 気候変動

J. フロント リテイリング株式会社

2050年ネットゼロ移行計画を策定し、基準年度からのGHG排出量の実績と目標の推移、重点施策のスケジュールと2024年度の取組
実績を一元的に分かりやすく示している。

好事例
ポイント

気候変動

戦略

昨年の記載からも、再エネ比率、投資額、資金供給等を追加してさらに
発展させている。

当年度の関連投資額とその内容を簡潔明瞭に示している。

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VUV0,,（2025年8月12日アクセス）

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VUV0,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VUV0,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VUV0,,
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7.80

6.40

6.95

8.25

好事例集 気候変動

株式会社リコー 1/3

シナリオ分析で特定されたリスクについて緊急度と影響度（財務インパクト）、対応策を端的に開示している。
好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイト https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,,, （2025年8月12日アクセス）

気候変動

戦略

シナリオ分析で特定されたリスクについて緊急度と影響度（財
務インパクト）、対応策を具体的かつ端的に開示している。

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,
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ガイドの値

9.00

8.85

7.80

6.40

6.95

8.25

株式会社リコー 2/3
好事例集 気候変動

当期の売上に占める環境貢献商品の売上を財務貢献効果として開示することで、「将来の」機会につながる可能性のある「現時点の」
取引規模について定量情報を示している。

好事例
ポイント

木村

気候変動

戦略

出所：EDINET閲覧（提出）サイト https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,,, （2025年8月12日アクセス）

当期の売上に占める環境貢献商品の売上を「財務貢献効果」として開示している点が特徴
的。将来の機会による財務的影響額を直接示しているわけではないが、ポテンシャルのあ
る「現状の」取引規模を提示することで、読み手がその影響をある程度読み取れるよう、情
報提供をしている。

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,
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ガイドの値

9.00

8.85

7.80

6.40

6.95

8.25

株式会社リコー 3/3
好事例集 気候変動

2050年ネットゼロまでのGHG排出量をロードマップをグラフを用いて端的に記載し、フェーズを2030、2040、2050に区分し、それぞ
れのフェーズにおけるScope1、2、3における削減目標を定量的に記載している。

好事例
ポイント

気候変動

戦略

GHG排出量（Scope3）の削減目標に関して、全体に占める割合が大きいカテ
ゴリーごとに基準年度からの排出量の推移を、グラフを用いて記載している。

削減のための戦略（「海外拠点再エネ導入」、「画像機器の小型軽量化」等）
も併記することで、戦略と削減効果がビジュアルで把握することができる。

出所：EDINET閲覧（提出）サイト https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,,, （2025年8月12日アクセス）

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZRZ,,
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

明治ホールディングス株式会社

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W6WK,,（2025年8月12日アクセス）

気候変動

戦略

実施したシナリオ分析について、対象範囲を明示した上で、主要なインパクト
や具体的な影響、財務的影響額を定量的に開示している。

特に、製造に関するインパクトについては、長期(2050年)・中期(2030年)の

別、影響の内容別に具体的かつ定量的な内訳が示されており、分析結果に
ついて読み手の理解を深める構成となっている。

リスクの財務インパクトに関する具体的な影響額を開示している。
特に、製造における主要インパクトの内訳を中期・長期の別、影響の内容別に、定量的な内訳を示しており深い理解につながる。

好事例
ポイント

好事例集 気候変動

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W6WK,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W6WK,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W6WK,,
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

大東建託株式会社

シナリオごとに財務的影響を分析・算定し、開示している。リスクだけではなく機会についても同様に定量的な開示を行っている。
好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W3QM,,（2025年8月12日アクセス）

気候変動におけるリスクを評価するために、シナリオごと、時間軸
ごとに財務的影響額を算定している

なお、シナリオ、対象期間、対象範囲等の前提条件も明確にされ
ている。

リスクだけではなく、機会についても財務的影響額を
定量的に示している。

気候変動

戦略

好事例集 気候変動

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W3QM,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W3QM,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W3QM,,
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6.95
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

ヤマトホールディングス株式会社 1/2

1.5℃/4℃のシナリオ分析の結果を、移行リスク、物理リスク、機会に区分し、評価項目ごとに、発現時期、財務影響度を一覧化し、
具体的に記載している。

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJ4,,（2025年8月12日アクセス）

気候変動

戦略

シナリオ分析を行った結果を、移行リスク、物理リスク、機会に区分し、評価
項目ごとに、発現時期、財務影響度を一覧化し、具体的に記載している。

財務影響の重要度の「大」、「中」、「小」ならびに発現時期の「短期」、「中期」、
「長期」については、それぞれ定義（金額規模、時間軸）を記載している。

好事例集 気候変動

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJ4,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJ4,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJ4,,
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

ヤマトホールディングス株式会社 2/2

リスクにおける事業インパクト評価において財務影響評価を定量的に行い、対応策についてもその削減効果を定量的に示している。

炭素税については前提とした炭素価格を明確に記載しているなど、分析に用いた要件の記載がある。

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJ4,,（2025年8月12日アクセス）

気候変動

戦略

リスクにおける事業インパクト評価において財務影響評価を定量的に行
い、中期、長期それぞれの影響金額を算定している。

また、炭素税については前提とした炭素価格を明確に記載している等、
分析に用いた要件の記載がある。

対応策については、中期目標、長期目標をそれぞれ定め、中期目標に
ついては具体的な定量的な目標値及びその対応策による削減効果を
影響金額として示している。

好事例集 気候変動

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJ4,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJ4,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJ4,,


「サステナビリティに関する考え方及び取組」
ー人的資本ー



44

ガイドの値
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8.25

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

好事例の考え方 1/3

人的資本における好事例の考え方 出所

◼ 人的資本可視化指針で示されている2つの類型である、独自性（自社固有の戦略や、ビジネスモデルに

沿った取組み・指標・目標を開示しているか）と比較可能性（標準的指標で開示されているか）の観点を適
宜使い分け、又は、併せた開示は有用

◼ KPIの目標設定にあたり、なぜその目標設定を行ったのかが、企業理念、文化及び戦略と紐づいて説明
されることは有用

◼ マテリアリティをどう考えているのかについて、比較可能性がある形で標準化していくことは有用

◼ グローバル展開をする企業は、サステナビリティ情報の開示において、例えば、人権に関する地政学リス
ク等、ロケーションについて着目することも有用

◼ 独自指標を数値化する場合、定義を明確にし、定量的な値とともに開示することは有用

◼ 過去実績を示した上で、長期時系列での変化を開示することは有用

◼ 背景にあるロジックや、前提、仮定の考え方を開示することは有用

◼ 人的資本の開示にあたり、経営戦略をはじめとする全体戦略と人材戦略がどう結びついているかを開示
することは有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2022」（2023年1月31日）
www.fsa.go.jp/news/r4/singi/
20230131/04.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー人的資本ー

https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/04.pdf
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

好事例の考え方 2/3

人的資本における好事例の考え方 出所

◼ 経営戦略と人材戦略の関係性や、どのような取組みで双方が関連しているかについて開示することは有用

◼ 人的資本にはコンプライアンス色が強い部分と、戦略的な部分の2つ要素がある。この中で、コンプライア

ンス色の強い部分は比較可能性が期待され、戦略的な部分は経営戦略と関連した独自性の高い開示が
期待される

◼ 人的資本は、各社の独自性が強い項目であるため、実績値を開示するだけではなく、ビジネスモデルを
踏まえた説明や時系列でのデータの開示をすることが有用

◼ 独自性の高い取組みは、その取組みの進捗を社内でモニタリングする際に使用している指標等の一部で
も開示することが有用であり、要因系指標から、財務パフォーマンスにつながる結果系指標までの関係を
示して開示することが望ましい

◼ 自社にとって重要な要素をKPIに設定し定量的に開示することは、会社の計画や考え方が具体的になり
有用

◼ 目標は、財務と非財務の統合の観点から、例えば中期経営計画の最終年と整合させることは有用

◼ 人的資本がどのように価値創造と関連するかの具体的な開示は有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2023」（2023年12月27日）
www.fsa.go.jp/news/r5/singi/
20231227/06.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー人的資本ー

https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/06.pdf
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

好事例の考え方 3/3

人的資本における好事例の考え方 出所

◼ 経営戦略と人材戦略が関連した開示が重要であり、人材戦略がどのように企業価値向上につながるか
について開示することが有用。例えば、インプット情報だけでなく、人材戦略を通じてどのようなアウトプッ
ト、 アウトカムを目的としているのか等を記載することが挙げられる

◼ 人的資本に関する非財務情報と財務情報の連動が重要で、人材が他社との差別化において重要な要素
となる業種においては、定量情報を積極的に開示することが有用。

◼ 人的資本に関する財務データを開示することが有用。例えば、研究開発費に含まれている人件費や、事
業部門や事業ポートフォリオごとの人件費についての定量的な開示がされることで、人材投資と将来の
業績に関する分析をすることができる

◼ 人的資本に関する戦略と指標及び目標の連動が重要であり、戦略のセクションで定めた人材戦略の進
捗を図るための指標については、指標及び目標のセクションにおいて、目標と実績を定量的に開示する
ことが有用。

◼ 目指すべき理想的な目標を掲げ、現状と目標を達成するにあたってのギャップを把握し、その結果を開
示することは有用。

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2024」（2024年11月8日）
www.fsa.go.jp/news/r6/singi/
20241227/03.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ー人的資本ー

https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
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TIS株式会社 1/2
好事例集 人的資本

人的資本の開示に当たり、経営戦略をはじめとする全体戦略と人材戦略がどう関連しているかを開示している。
好事例
ポイント

人的資本

戦略

出所：EDINET閲覧（提出）サイト https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W24K,,,, （2025年8月12日アクセス）

経営戦略と人材戦略の関係性や、どのように双方が関連しているかに
ついて説明している。

人的資本に関する価値創造プロセスをInputからOutput、Outcomeま

で示し、さらに定量情報（財務情報を含む）を開示している。

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W24K,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W24K,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W24K,,
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TIS株式会社 2/2
好事例集 人的資本

指標と目標の設定は、人材戦略とひも付けて説明している。
好事例
ポイント

人的資本

指標と目標

出所：EDINET閲覧（提出）サイト https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W24K,,,, （2025年8月12日アクセス）

前期実績を示した上で、時系列での
変化を開示している。

人材戦略のテーマごとに、成果を測る指標と目標を定めていることを明記している。

人材戦略で説明されたビジネスモデルを踏まえた独自項目は、指標と目標におい
て定義を明確にしている。

独自指標に加え、比較可能性のある指標（標準的指標）を併せた開示である。

目標の年度は、中期経営計画の
最終年度と整合させている。

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W24K,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W24K,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W24K,,
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好事例集 人的資本

人財戦略と経営戦略の連動、インプット・アウトプット・アウトカ
ムの考え方を記載している。

人財戦略と経営戦略、インプット・アウトプット・アウトカムのつな
がりを図示しており、人的資本の価値創造プロセスが明確にさ
れている。

人的資本

戦略／
指標と目標株式会社デンソー 1/2

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VWHL,,（2025年8月12日アクセス）

人的資本経営の実践に当たり人材戦略と経営戦略を連動させることを明示し、人的資本の価値創造プロセスを明確にしている。
好事例
ポイント

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VWHL,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VWHL,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VWHL,,
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人財戦略の目標KPIと実績を開示するだけでなく、その設定背景を文章で説明している。

人的資本

戦略／
指標と目標株式会社デンソー 2/2

好事例集 人的資本

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VWHL,,（2025年8月12日アクセス）

指標の設定背景とな
る現状課題や目指す
姿と関連付けた説明
がされている。

指標の設定背景について文章で補足説明している。

結果（アウトプット）を関連するKPIの目標及び実績を、表を用いて定量的に記載している。

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VWHL,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VWHL,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VWHL,,
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

株式会社ブリヂストン

人的創造性という財務数値と関連するKPIを設定しており、かつ、その計算式が明確である。また、戦略で定めた人材戦略の進捗を
図るための指標については、目標と実績をグローバル共通として定量的に開示している。

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VGBM,,（2025年7月28日アクセス）

人的資本

指標と目標

女性管理職比率を
連結ベースかつセ
グメント別に開示し
ている。
取組みも連結ベー
スで記載している。

人的創造性を向上
させるための重点
活動指標を連結
ベースで設定し、
どの経営戦略と関
連するのか示して
いる。

財務諸表数値を
ベースにしたKPIが

定められており、計
算式が明示されて
いる。

好事例集 人的資本

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VGBM,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VGBM,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VGBM,,
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

東京海上ホールディングス株式会社 1/2

経営戦略に連動した人事戦略を「経営を支える基盤」と位置づけ、「人材」（人材育成方針）と「企業文化」（環境整備方針）に分解してい
ることを図示したうえで、それぞれ具体的な取組み内容を説明している。経営戦略と人事戦略の関連性が理解しやすい。

好事例
ポイント

人的資本

戦略／
指標と目標

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZFR（2025年7月29日アクセス）

上記「グループ基本戦略」、グループ重点戦略の「成長の3本柱」及び
「規律の2本柱」に沿うように、具体的な経営戦略・対応する人事施策・
人事施策を測定する指標及び目標を記載している。（次ページ参照）

好事例集 人的資本

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZFR,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZFR,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZFR,,


53

ガイドの値

9.00

8.85

7.80

6.40

6.95

8.25

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

東京海上ホールディングス株式会社 2/2

前ページで説明した経営戦略・人事戦略の関連性を展開し、図表を用いて指標・目標を一体的かつ明瞭に対応させており、指標の実績
については3か年分の推移を開示している。

好事例
ポイント

人的資本

戦略／
指標と目標

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZFR（2025年7月29日アクセス）

指標ごとに集計範囲が明示されている。
それぞれの指標について、3か年の推移を示し、戦略の進捗状況が理解できる。

好事例集 人的資本

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZFR,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZFR,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZFR,,
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

KDDI株式会社 1/2

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXGZ（2025年7月29日アクセス）

人財の力を通じた事業成長のための4つの重点施策について、戦略とし
て詳述（次ページ）し、さらに定量目標（指標）を明確に対応させている。

グループ経営ビジョンの実現に向けて自立したプロ人財が不可欠であり、そのためのKDDI版ジョブ型人事制度導入から、経営・事業
起点で人財戦略を展開する現在までの取組みの流れを説明し、経営戦略と人財戦略の関連性が理解できる開示となっている。

好事例
ポイント

人的資本

戦略／
指標と目標

好事例集 人的資本

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXGZ
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXGZ
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXGZ
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

KDDI株式会社 2/2

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXGZ（2025年7月29日アクセス）

人的資本

戦略

事業戦略の推進に必要な人財を最適な質と量で確保することを目指し、スキルデータの利活用により組織構築プロセスの高度化に取
り組む先進的な事例となっている。

好事例
ポイント

KDDI版ジョブ型の進化のためのスキルアセスメントに2024年3月から着手し、事業戦略を人

財戦略と連動させるべく、スキルデータをベースに採用・育成・配置計画を立てる仕組みを作
り上げており、スキルマネジメントに基づく動的な人材ポートフォリオの構築が実践されている。

好事例集 人的資本

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXGZ,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXGZ,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXGZ,,


「従業員の状況」
ー多様性に関する指標ー
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

好事例の考え方 1/2

多様性等における好事例の考え方 出所

◼ 独自指標を数値化する場合、定義を明確にし、定量的な値とともに開示することは有用

◼ 過去実績を示した上で、長期時系列での変化を開示することは有用

◼ 背景にあるロジックや、前提、仮定の考え方を開示することは有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2022」（2023年1月31日）
www.fsa.go.jp/news/r4/singi/
20230131/04.pdf
（2025年9月3日アクセス）

◼ 改正開示府令の適用初年度の翌年度以降は、投資家へわかりやすく情報提供する観点から、
有価証券報告書の提出時に連結子会社分もまとめて開示することが望ましい

◼ 女性活躍推進法の枠組みで公表する指標について的確に理解されるよう、任意で、より詳細な情報や補
足的な情報を記載することも可能であるため、有価証券報告書においても、例えば男女間賃金格差につ
いて、その背景や要因を開示することが望ましい

◼ 女性活躍推進法等の枠組みで公表を行っていない企業についても、女性管理職比率等を有価証券報告
書において開示することが望ましい

金融庁「『企業内容等の開示に関
する内閣府令の一部を改正する
内閣府令（案）』 に対するパブリッ

クコメントの概要及びコメントに対
する金融庁の考え方」
www.fsa.go.jp/news/r4/sonota
/20230131/01.pdf
（2025年9月3日アクセス）

◼ 人的資本、多様性に関する開示に当たって、女性管理職比率、男性の育児休業取得率、男女間賃金格
差といった多様性に関する指標については、投資判断に有用である連結ベースでの開示に努めるべき

金融庁「記述情報の開示に関する
原則（別添）―サステナビリティ情
報の開示について―」
www.fsa.go.jp/news/r4/sonota
/20230131/07.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「従業員の状況」 ー多様性に関する指標ー

https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/singi/20230131/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/01.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/01.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/07.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/07.pdf


58

ガイドの値

9.00

8.85

7.80

6.40

6.95

8.25

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

好事例の考え方 2/2

多様性等における好事例の考え方 出所

◼ 人的資本は、各社の独自性が強い項目であるため、実績値を開示するだけではなく、ビジネスモデルを
踏まえた説明や時系列でのデータの開示をすることが有用

◼ 目標は、財務と非財務の統合の観点から、例えば中期経営計画の最終年と整合させることは有用

◼ 現在の姿（As is）とあるべき姿（To be）のギャップを把握し、どのようにギャップを手当てするかの観点で
の開示は有用

◼ 従業員の状況の記載欄における「女性管理職比率」、「男性の育児休業取得率」及び「男女間賃金格差」
は、割合の記載だけではなく、具体的な管理職の人数や育児休業の取得日数、平均賃金額等の実績値
も開示されることが比較可能性の観点から有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2023」（2023年12月27日）
www.fsa.go.jp/news/r5/singi/
20231227/06.pdf
（2025年9月3日アクセス）

◼ 目指すべき理想的な目標を掲げ、現状と目標を達成するに当たってのギャップを把握し、その結果を開
示することは有用。具体的には、目標を達成するには現状では何が不足しており、その不足をどのように
埋めていくか等の分析の結果や対応方針、進捗状況を開示することが挙げられる。

◼ 自社における管理職等の位置付けや選別の理由、管理職等を増やすための施策を開示するとともに、
管理職等を増やすために設定したKPIや進捗状況を開示することが有用。

◼ 女性管理職比率等の多様性に関する指標については、投資判断に有用である連結ベースで開示される
ことが有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2024」（2024年12月27日）
www.fsa.go.jp/news/r6/singi/
20241227/03.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「従業員の状況」 ー多様性に関する指標ー

https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/06.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/03.pdf
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大東建託株式会社
好事例集 多様性

女性管理職比率と男性の育児休業取得率について目標の達成状況が分かるよう目標値を明記している。それぞれの指標に背景と対
策が記載され、目標達成のための対策や、男女間賃金差異の要因、及び解消のための取組みを端的に記載している。

多様性の指標

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W3QM,,（2025年8月12日アクセス）

好事例
ポイント

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W3QM,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W3QM,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W3QM,,
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 1/2

男女の賃金差異の主な要因を特定し、それぞれの要因の内容及び差異解消に向けた取組みをストーリーをもって整理している。
差異要因の理解を深めるための補足的な定量情報も併せて記載している。

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W4FB,,（2025年8月12日アクセス）

男女の賃金差異の主な要因を３つ特定し、それぞれの差異要因のより詳細
な説明と、差異要因を解消するための取組みを端的に説明している。

特定した差異要因についてより詳細な原因分析を記載し、差異の要因につい
て理解を深めるための補足的情報について図表を用いて説明している。

（ここでは「②上位職における女性の比率の低さ」について抜粋。他にも「①
コースによる賃金と男女比率の差分」、「③男女間の労働時間の差分」につ
いても補足的情報や図表を用いて詳細に説明している。）

多様性の指標
好事例集 多様性

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W4FB,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W4FB,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W4FB,,
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 2/2

男女の賃金差異の主な要因を特定し、それぞれの要因の内容及び差異解消に向けた取組みをストーリーをもって整理している。
差異要因の理解を深めるための補足的な定量情報も併せて記載している。

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W4FB,,（2025年8月12日アクセス）

多様性の指標

前ページで記載していた差異要因を解消するための取組みを図と文章によってス
トーリーが理解しやすいように整理している。

また、その取組みの進捗、結果について理解を深めるような補足的な分析や定量
情報も記載している。

好事例集 多様性

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W4FB,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W4FB,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W4FB,,


「サステナビリティに関する考え方及び取組」
ーその他（人権、生物多様性等）ー
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好事例の考え方 1/3

その他のサステナビリティ情報における好事例の考え方 出所

◼ 人権はコンプライアンス色の強い項目であるため、人に関するものとして他の人的資本に係る項目とまと
めるのではなく、別の項目として分けて記載することは有用

◼ 想定されるリスクを具体的に開示することは有用

◼ 各社が直面している人権リスクについて、どのようにリスク回避するかの開示は有用

◼ 指標及び目標として、例えば、人権デューデリジェンスで問題になった件数等の定量情報を開示すること
で、投資家の理解も進むと考えられ有用

◼ 自社の企業戦略、サステナビリティの観点から重要と考えられるトピックについて、サステナビリティの記
載欄でストーリーを持って開示することは、わかりやすさの観点から有用

◼ 戦略の中で知財ポートフォリオの考え方について開示することは有用

◼ 情報については、情報セキュリティのリスクやリスクコントロールといったリスク情報の記載だけでなく、例
えば、DXの取組み等、機会に関しても開示することが有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2023」（2023年12月27日）
www.fsa.go.jp/news/r5/singi/
20231227/07.pdf
www.fsa.go.jp/news/r5/singi/
20231227/08.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ーその他（人権、生物多様性等）ー

https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/07.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/07.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/08.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227/08.pdf
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好事例の考え方 2/3

その他のサステナビリティ情報における好事例の考え方 出所

◼ 人権に関する取組みは、人権のプラットフォーム等に参加することが目 的ではなく、企業価値の向上にど
のように資するかが重要であるため、人権に関する取組みがどのように企業価値の向上につながるかや、
なぜ重要と考えているかを記載することが有用

◼ 人権デューデリジェンス等の取組みの結果、人権侵害等が生じていなかったことを開示することが重要な
のではなく、識別された課題等をどのように管理、解決していくかや、未然防止のために行っている取組
みについて開示することが有用

◼ サプライチェーン上の人権に関する取組みとして、現地訪問によりセルフチェックを行っている場合には、
訪問頻度や訪問先の選定基準、選定理由を開示することが有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2024」（2024年12月27日）
https://www.fsa.go.jp/news/r
6/singi/20241227/04.pdf
（2025年9月3日アクセス）

◼ サステナビリティ情報には、環境、社会、従業員、人権の尊重、腐敗防止、贈収賄防止、
ガバナンス、サイバーセキュリティ、データセキュリティなどに関する事項が含まれ得る

金融庁「記述情報の開示に関する
原則（別添）―サステナビリティ情
報の開示について―」
https://www.fsa.go.jp/news/r
4/sonota/20230131/07.pdf
（2025年9月3日アクセス）

◼ 重要なサステナビリティ項目については、TCFDの４つのコアコンテンツに基づき開示をすることで、リスク
要因だけではなく、機会に関する取組みを行っていることを示す手段になるため有用

◼ 知的財産は、企業価値の算定において重要な要素であり、知的財産について具体的に記載することは有用

金融庁「記述情報の開示の好事
例集2024」（2024年12月27日）
https://www.fsa.go.jp/news/r
6/singi/20241108/06.pdf
（2025年9月3日アクセス）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ーその他（人権、生物多様性等）ー

https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241227/04.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/07.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/07.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241108/06.pdf
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好事例の考え方 3/3

その他のサステナビリティ情報における好事例の考え方 出所

環境省「LEAP/TNFDの解説」
https://www.env.go.jp/content/
000178847.pdf
（2025年9月3日アクセス）

| TNFD開示提言（4つの柱と14の開示推奨事項）

「サステナビリティに関する考え方及び取組」ーその他（人権、生物多様性等）ー

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://www.env.go.jp/content/000178847.pdf
https://www.env.go.jp/content/000178847.pdf
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好事例集 その他
生物多様性／
戦略味の素株式会社 1/2

事業が自然の恵みに依存していることに言及した上で、「生物多様性」をマテリアリティ項目として定め、TNFDが提唱するLEAPアプ
ローチを用いて分析を行っており、財務影響の大きい対象原料について詳細分析を行っている。

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJA,,（2025年8月12日アクセス）

TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）の求める4つ
の

基礎項目における情報開示（「ガバナンス」「戦略」「リスク管
理」「指標と目標」）を行っている。

サプライチェーンの上流で享受している「自然の恵み」に着目
し、「生物多様性」をマテリアリティ項目として特定している。

第3者機関であるSBTN（Science Based Targets Network）

により策定されたガイダンスに従い、対象原料の選定を行っ
ている。

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJA,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJA,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJA,,
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生物多様性／
戦略味の素株式会社 2/2

好事例集 その他

LEAPアプローチによる分析概要、ツール、結果を表形式で分かりやすく開示している。LEAPアプローチを通じて、最も物理リスクの財
務影響が大きい対象原料を特定し、データベース分析を用いた詳細分析を行った上で、分析結果を翌年度の事業戦略・資金調達戦略
へ反映させることを明記している。

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJA,,（2025年8月12日アクセス）

対象原料の選定において、ENCORE、SBTs for Natureが提供するHigh Impact 
Commodity（HIC) やHigh Impact Commodity List (HICL)等さまざまなツールを
使用して原料を選定している。

LEAPアプローチの中のL（発見）E（診断）A（評価）を通じて、最もリスクが高い原料を

特定した後、地域を絞り込み、想定されるリスクについてデータベース分析を実施し、
リスクの高い所在地域を特定している。

分析結果を(ⅰ)事業戦略(ⅱ)資金調達戦略に分けて反映する旨が記載されている。

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJA,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJA,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VXJA,,
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株式会社長谷工コーポレーション

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W5AH,,（2025年8月12日アクセス）

人権侵害のリスクを、深刻度と発生可能性の観点から評価を
行ったうえで、特定した人権課題を主なリスクとともに表形式で
開示している。

特定した人権課題について、予防・軽減策の検討・実施につい
て具体的に記述している。

人権

リスク管理

好事例集 その他

人権課題の特定において、社内で「人権WG」を組成し、人権侵害のリスクを洗い出したうえで、深刻度と発生可能性の観点から評価を
行っている。特定した人権課題に対して、予防・軽減策の検討・実施を具体的に記載している。

好事例
ポイント

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W5AH,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W5AH,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100W5AH,,
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古河電気工業株式会社 1/2

知的財産、さらに人的資産、組織力、顧客ネットワーク等を含む知的資産をマテリアリティ項目として定め、4つのコアコンテンツに分け
て開示を行っている。知的財産に関するガバナンス体制を開示し、知的財産に関する主な議論内容も開示している。

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,（2025年8月27日アクセス）

強みの源泉となる特許やノウハウ等の知的財産、人的資産、組織力、
顧客ネットワーク等を含む知的資産をマテリアリティ項目として定め、
TCFDが推奨する開示4項目に分けて開示を行っている。

知的財産に関するガバナンス体制を開示しており、また知的財産に関
する主な議論内容についても開示している。

知的財産

ガバナンス

好事例集 その他

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
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古河電気工業株式会社 2/2

知的財産に関する指標をチャンスマキシマム（事業機会拡大）とリスクミニマム（事業安定化）に分け、それぞれ指標を具体的に設定し、
時系列での定量開示を行っている。

好事例
ポイント

出所：EDINET閲覧（提出）サイトhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,（2025年8月27日アクセス）

知的財産に関する指標を＜チャンスマキシマム（事業機会拡大）＞と＜リスクミニ

マム（事業安定化）＞に分け、それぞれにサステナビリティ指標またはその他指

標を具体的に設定し、過年分の実績を公表し、推移を追えるようにしている。

知的財産

指標と目標

好事例集 その他

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/WZEK0040.aspx?S100VZIV,,
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望ましい開示に向けた取組み －全般

4つの柱 浮き彫りになった課題 今後の取組み

ガバナンス／リスク管理

◼ 企業グループとしてのサステナビリティ方針が定まっておらず、サステナビリ
ティ推進体制が確立されていない、または不明確となっている。

◼ 企業価値の向上の観点から、サステナビリティ課題を捉えておらず、現状取り組
んでいる社会貢献活動等と混同して開示している事例が見受けられる。

◼ 重要課題（マテリアリティ）の特定プロセスが不明確であり、なぜサステナビリ
ティ課題として抽出されたのか不明確な記述になっている。

◼ サステナビリティ課題に対して設定された戦略や目標に対して、適切に評価
を行い、また、リスクの見直しを行う責任部門が不明確となっており、リスク管
理体制が確立されていない可能性がある。

◼ 取締役会等によるサステナビリティに関するリスクと機会の検討、戦略、戦略
に対する実行状況や結果の監視などガバナンス体制が構築されていない可
能性がある。

◼ 会社の目指すべき方向とサステナビリティ課題対応との関係を明確化し、それら
が連動した方針を策定するとともに、企業グループ横断的に浸透を図る

◼ サステナビリティに対する課題を経営課題と位置付け、リスクと機会の特定、
戦略の議論や監督体制について、経営陣が中心に関与しながら推進する体
制を整備（関係部署間の連携を含む）

◼ マテリアリティの特定プロセスを明確化し、必要に応じてその特定ステップの
開示を検討

◼ サステナビリティ課題に対するリスク管理体制を明確化し、影響や対応結果
の評価をグループ間で横断的に実施

◼ 取締役会等によるサステナビリティに関するリスクと機会の検討、戦略、戦略
に対する実行状況や結果の監視などサステナビリティガバナンスを構築する
ことの検討

戦略／指標及び目標

◼ サステナビリティ全般に記載された戦略の開示内容が、後述の気候変動や
人的資本の戦略に関する記述内容と整合していない、あるいは、連動してい
ない記述が少なからず見受けられる。

◼ 指標及び目標において開示するKPIの設定において、目標とする指標として
設定された理由や背景が不明確な場合が少なくない。

◼ 指標及び目標において、他社でも共通して選定される指標は比較可能性で
は優れているが、企業や業界固有の経営戦略を達成するための独自の指標
をKPIとして設定し開示している事例は多くなく、開示している場合であっても、
算定式や前提となるロジックの説明が不十分であるケースが見受けられる。

◼ 単年度の戦略に対する取組み内容やKPIの実績値のみの開示では、目標に
対する進捗状況を説明するためには不十分であるが、時系列での開示がな
されていない場合が多い。

◼ 地球環境や社会課題解決につながる企業の事業成長の機会について、気候
変動対応や人材戦略と関連付けながら、企業価値創造のストーリーを分かり
やすく説明する開示を検討

◼ 企業価値との関連において、効果の高いKPIを検討し、時間軸を意識した目
標設定を検討し、特にアウトカムにつながる企業固有の独自のKPI設定につ
いても検討

◼ 独自のKPIを設定する場合は、その算定式の背景やロジックを明確にするととも
に、企業グループに共通指標として浸透を図った上で開示につなげる

◼ サステナビリティ課題の対応の取組みや効果の進捗状況を分かりやすく説明
するために、複数年度にわたる実績の推移を開示することを検討（取組みの
効果を報酬と連動付けて、実行の意思を明確にすることも考えられる）

3. 望ましい開示に向けた取組み
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望ましい開示に向けた取組み －気候変動

4つの柱 浮き彫りになった課題 今後の取組み

ガバナンス／リスク管理

◼ 取締役会等において、気候変動に関する施策の進捗状況や結果が十分
にモニタリングされていない可能性がある。

◼ 気候変動対応の目標に対するパフォーマンスが社内報酬制度とひも付い
ている体制を構築している企業は、まだまだ少ないと考えられる。

◼ 親会社や特定の拠点だけではなく、グループ全体を対象としたガバナン
ス・リスク管理体制の構築が不十分となっている可能性がある。

◼ リスク管理が組織的に実効性をもって実施されていない、あるいはそれに
対する開示が十分ではなく実施されていることが伝わらない可能性がある。

◼ 取締役会等における、気候変動関連の戦略に関する施策の進捗状況や
結果の十分なモニタリング

◼ 気候関連対応のパフォーマンスを社内報酬制度とひも付けるなど、実効
性のあるガバナンス体制の構築

◼ 海外拠点を含めたグループ全体でのガバナンス・リスク管理体制の構築

◼ ERM（Enterprise Risk Management）を構築するなど、実効性のあるリ

スク管理体制の検討

戦略／指標及び目標

◼ 企業価値創造ストーリーと整合した戦略が策定されていない可能性がある。

◼ シナリオ分析が十分ではなく、企業が想定する将来の世界観が十分に描
けていない可能性がある。

◼ 気候関連のリスクの把握は充実しているが、機会の考察が十分ではなく、
リスクと機会がバランスよく識別されていない可能性がある。

◼ シナリオ分析において、財務インパクトの分析が不十分で定性的な情報
のみの開示となっている企業も少なくない。

◼ TCFD導入当初に把握したリスクと機会がその後にアップデートされてい

ない可能性がある。

◼ 指標及び目標が具体的な数値で開示されておらず、定性的な情報や比
率のみの開示となっている企業も少なくない。

◼ GHG排出量の実績の集計範囲やタイミングについては各社ばらつきがあ

り、連結グループベースでの適時の情報開示の観点からは改善の余地
がある。

◼ 企業価値創造ストーリーと整合した戦略策定や、将来の世界観を明瞭に
描くための活発かつ継続的な討議

◼ リスクだけではなく機会にも着目したシナリオ分析の実施

◼ 定性的な情報だけではなく、定量的な財務インパクトの分析を実施

◼ GHG排出量の実績集計にあたり、連結グループでの適時の情報開示を

実現するためのシステム対応を含めた内部統制の強化、早期集計などの
プロセス改善を検討

3. 望ましい開示に向けた取組み
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

望ましい開示に向けた取組み －人的資本 1/2

4つの柱 浮き彫りになった課題 今後の取組み

ガバナンス

◼ 取締役会等において、人材戦略に関する施策の進捗状況や結果が十分
にモニタリングされていない可能性がある。

◼ 人的資本に関する開示が、担当部署任せになっており、内容が経営陣で
十分に検討されていない可能性がある。

◼ 現在の人材ポートフォリオ及びあるべき人材ポートフォリオが、経営陣で
十分に把握、検討されていない可能性がある。

◼ 人的資本施策が、人事部門に丸投げになっており、経営戦略の一環とし
て議論がされていない可能性がある。

◼ 企業グループベースでの企業価値向上の観点からの、人材戦略の検討
がされていない可能性がある。

◼ 企業グループベースでの企業価値向上の観点からの、人材戦略の検討

◼ 人的資本開示方針・人的資本施策について、人事部門だけでなく、部門
横断的、経営レベルでの十分な議論の実施

◼ 取締役会等における、人材戦略に関する施策の進捗状況や結果の十分
なモニタリングの実施

◼ 現在の人材ポートフォリオ及びあるべき人材ポートフォリオについての明
確化

戦略

◼ 企業価値向上にインパクトのある人事施策が分析、特定できていないた
め、取りあえず現在の取組みを洗い出して記載している。

◼ 経営理念やパーパスとの関連で、あるべき姿（人事戦略）が検討されてい
ない。または両者が整合していない。

◼ 人的資本に関する施策の効果は、通常中長期を要するものであるが、そ
の時間軸が不明確となっている。

◼ 取組み施策に対応するSDGsのゴールの番号をラベリングしているケース
があるが、それを達成してどのように企業価値につながるか、不明瞭である。

◼ 「ダイバーシティの推進」「従業員エンゲージメントの向上」「健康経営」等
のキーワードは並べられているが、具体的な施策や経営戦略との関連が
記載されていない。

◼ 経営理念やパーパスとの関連での、あるべき人的資本施策の実施、また
は両者の整合性の確保

◼ 人的資本に関する施策の効果は通常中長期を要するものであり、その時
間軸の明確化

◼ 開示された現在の取組み（対応するSDGsのゴール番号のラベリングを含
む）と企業価値向上との関連性

◼ 「ダイバーシティ推進」「従業員エンゲージメント向上」「健康経営」等の
キーワードについて、具体的施策や経営戦略との関連性を明確化

3. 望ましい開示に向けた取組み
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

望ましい開示に向けた取組み －人的資本 2/2

4つの柱 浮き彫りになった課題 今後の取組み

リスク管理

◼ 人的資本に係るリスク管理について、そもそも記載されているケースが少
ない。

◼ 人的資本に関するリスク及び機会を識別し、評価してモニタリングするサ
イクル（プロセス）が存在しない可能性がある。

◼ 人的資本に関するリスク及び機会を識別し、評価・モニタリングするサイク
ルやプロセスの確立

指標及び目標

◼ 「指標及び目標」に示された数値と「戦略」に記述された施策との対応関
係が不明確なものがある。

◼ 目標と実績値が近似しているものを記載しているケースがあり、企業価値
向上のために重要とは考えられない指標を記載している例が散見される。

◼ サステナビリティ情報開示の内部統制が十分に構築できておらず、開示
する指標の社内チェックが十分になされていない可能性がある。

◼ データ管理や収集のフォーマットや保管方法、システムが拠点やグルー
プ間で統一されておらず、属人的なデータ収集・集計プロセスとなっている
可能性がある。

◼ 「指標及び目標」に示された数値と「戦略」に記述された施策との対応関
係の明確化

◼ 目標と実績値が近似しているもの（例 定期健康診断受診率）について、
企業価値向上の観点での重要性の再検討

◼ グループ内のデータ管理・収集方法の標準化、システム対応を含む内部
統制の整備・運用。開示する指標に関して社内チェックの十分性の確保

3. 望ましい開示に向けた取組み
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

望ましい開示に向けた取組み －多様性に関する指標 1/2

3つの指標 浮き彫りになった課題 今後の取組み

全体

◼ 各指標については、投資判断に有用である連結ベースでの開示に努めるべき
だが、連結ベースでの開示となっている会社はほとんど見られない。

◼ 「一般事業主行動計画」の公表を取り扱う人事部門と、有報開示を担当す
る部門との連携が必要となったため、その公表のタイミングや開示内容に
ついて、調整や確認を行う必要がある。

◼ 各指標が単年度のみの開示となっており、追加的な情報がなければ課題
や改善状況等が把握しづらい。

◼ サステナビリティデータの実績について連結ベースで直近の実績が集計
できていない。

◼ データ管理や収集のフォーマットや保管方法、システムが拠点やグルー
プ間で統一されておらず、属人的なデータ収集・集計プロセスとなっている
可能性がある。

◼ 連結ベースの開示のための、集計ルール、データ集計プロセスの構築。
子会社との開示対象期間統一の検討

◼ 有報開示に遅れて「一般事業主行動計画」を提出する場合は、その公表
項目と一致していることの確認

◼ 単年度の指標のみならず、時系列で示すことにより推移の背景や取組み
の進捗を記述することの検討

◼ グループ内のサステナビリティデータの管理・収集方法の標準化、システ
ム対応を含む内部統制を構築することの検討

◼ 開示する指標に関しては、社内チェックの十分性を確保するための体制
を構築することの検討

女性管理職割合

◼ 指標の開示だけでは、その数値の背景、会社の多様性や女性活躍等に
関する課題や取組み方針がわからない。

◼ 自社における管理職とする役職の名称と役割の内容が明確にされておらず、
女性活躍推進法における管理職の定義と一致しているか不明瞭である。

◼ 女性役員比率と女性管理職比率の将来目標について、連動させた目標
設定が望ましい。

◼ 業界平均等と比べて著しく低い場合は、今後の改善計画を追加的な情報
として記載することの検討

◼ 管理職の範囲の明確化（管理職とする役職の名称と役割の内容に関する
追加的情報の提供の検討）

◼ 将来の女性役員比率の目標値達成のためのマイルストーンとして、女性
管理職比率の目標を併せて記載することの検討

3. 望ましい開示に向けた取組み
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

望ましい開示に向けた取組み －多様性に関する指標 2/2

3つの指標 浮き彫りになった課題 今後の取組み

男性育児
休業取得率

◼ 指標の開示だけでは、その数値の背景、会社の多様性や男性の育児休
業取得に関する課題や取組み方針がわからない。

◼ 女性活躍推進法に基づく開示の場合、雇用管理区分で開示することが想
定されるが、育児・介護休業法に基づく開示の場合は、職種や役職等に
よって取得率が異なっていても一体開示されている。

◼ 取得人数や平均取得日数等の詳細情報を開示している会社は少ない。

◼ 業界平均等と比べて著しく低い場合は理由や背景、今後の改善計画を追
加的な情報として記載することの検討

◼ 職種や役職によって取得率が異なる場合は、その区分（雇用管理区分
等）に分けて開示することの検討

◼ 取得人数や平均取得日数等の情報も併せて記載することの検討

男女間賃金格差

◼ 男女間賃金に大きな格差が生じているにもかかわらず、その理由や背景に
ついて特段の説明記載がないケースが多く見受けられる。

◼ 改善策については他の2指標と矛盾が生じないように説明を行う必要があ

る。（例えば女性新入社員の採用強化により、女性側で低賃金の人員が増
加し、男女間賃金格差が悪化してしまう可能性がある）

◼ 指標の算定方式に関して詳細の説明がないケースが見受けられる。特に
労働者数のカウントにおいて、短時間労働者のフルタイム換算方法など
説明が必要とされる箇所も想定される。

◼ 格差が生じている理由や背景を分析して、対応する改善策を追加的情報
として記載することの検討

◼ 特に女性の新入社員の採用を強化したことが格差の要因となる場合は、
将来の女性管理職候補の拡大のための道筋の開示を検討

◼ 改善策の記載において、他の2指標の向上等と関連付けて一体として説
明することの検討

◼ 労働者数のカウントにおいて、短時間労働者のフルタイム換算方法につ
いて、追加的な情報の記載の検討

3. 望ましい開示に向けた取組み
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

データ分析のセクター分類

本調査におけるセクター分類と、東証33業種分類及びTOPIX17との紐づけは以下の通りです。

東証33業種分類 TOPIX17 本調査のセクター分類

3050: 食料品 食品 1. 食品
1050: 鉱業

エネルギー資源

2. エネルギー・資源
3300: 石油・石炭製品
3450: 鉄鋼

鉄鋼・非鉄
3500: 非鉄金属
4050: 電気・ガス業 電気・ガス
2050: 建設業

建設・資材
3. 建設・不動産

3400: ガラス・
           土石製品
3550: 金属製品
8050: 不動産業 不動産
3100: 繊維製品

素材・化学 4. 素材・化学3150: パルプ・紙
3200: 化学
3250: 医薬品 医薬品 5. 医薬品
3350: ゴム製品 自動車・輸送機

6. 機械・自動車3600: 機械 機械
3700: 輸送用機器 自動車・輸送機
3650: 電気機器

電機・精密 7. 電機・精密
3750: 精密機器 出所：東証業種別株価指数・TOPIX-17シリーズを参考にEY作成

東証33業種分類 TOPIX17 本調査のセクター分類

3800: その他製品
情報通信・サービス
その他

8. 情報通信・サービスそ
の他

5250: 情報・通信業
9050: サービス業
5050: 陸運業

運輸・物流 9. 運輸・物流5100: 海運業
5150: 空運業
6050: 卸売業 商社・卸売 10. 商社・卸売
6100: 小売業 小売 11. 小売
7050: 銀行業 銀行

12. 金融
7100: 証券、商品先物
取引業

金融（除く銀行）
7150: 保険業
7200: その他金融業

Appendix

https://www.jpx.co.jp/markets/indices/line-up/files/fac_13_sector.pdf
https://www.jpx.co.jp/markets/indices/line-up/files/fac_13_sector.pdf
https://www.jpx.co.jp/markets/indices/line-up/files/fac_13_sector.pdf
https://www.jpx.co.jp/markets/indices/line-up/files/fac_13_sector.pdf
https://www.jpx.co.jp/markets/indices/line-up/files/fac_13_sector.pdf
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◼ 記載すべき事項の全部又は一部を有価証券報告書の他の箇所において記載した場合には、その旨を記載することによって、当該他の箇所において記載し
た事項の記載を省略することができる。

【有価証券報告書】

サステナビリティ情報には、国際的な議論を踏まえると、例えば、環境、社会、従業員、人権の尊重、腐敗防止、贈収賄防止、ガバナンス、サイバー

セキュリティ、データセキュリティなどに関する事項が含まれ得ると考えられる。
「金融庁 記述情報の開示に関する原則（別添）―サステナビリティ情報の開示について―」（案）より

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

サステナビリティに関する考え方及び取組みの開示の概観

「サステナビリティに関する
企業の取組みの開示」

サステナビリティ関連のリスク
及び機会を監視し、及び管理
するためのガバナンスの過程、
統制及び手続

短期、中期及び長期にわたり
経営方針・経営戦略等に影響
を与える可能性があるリスク及
び機会に対処するための
取組み

リスク及び機会を識別し、評価
し、及び管理するための過程

リスク及び機会に関する実績を
長期的に評価し、管理し、及び
監視するために用いられる
情報

共通

気候変動 など
開示

重要なものについて
開示

開示
重要なものについて

開示

ガバナンス 戦略 リスク管理 指標及び目標

（出所）金融庁「第7回金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ（令和3年度） 事務局説明資料」、www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/disclose_wg/siryou/20220324/01.pdf 
（2025年9月6日アクセス）を基に作成

Appendix

http://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/disclose_wg/siryou/20220324/01.pdf
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他の法律の定義や枠組みで公表している企業の開示が要求されている

2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

人的資本・多様性に関する有価証券報告書における記載

【有価証券報告書】

「サステナビリティに関する
企業の取組みの開示」

開示 開示 開示 開示

「人的資本・多様性」

ガバナンス 戦略 リスク管理 指標及び目標

◼人材の多様性の確保

◼人材育成方針

◼社内環境整備方針

［全企業］

「戦略」に記載した方針に関する指標の内容、目標および
実績を「指標及び目標」に記載。

◼ 「従業員の状況」

従業員数、平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与
女性管理職比率 男女間賃金格差 男性育児休業取得率

◼測定可能な指標
ー目標や実績
（インプット／アウトカム）

［全企業］

現在の記載事項 追加（多様性に関する指標）

（出所）金融庁「第7回金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ（令和3年度） 事務局説明資料」、www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/disclose_wg/siryou/20220324/01.pdf 
（2025年9月6日アクセス）を基に作成
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2025年3月期 有価証券報告書 サステナビリティ開示分析 – EY新日本有限責任監査法人

従業員の状況における多様性の指標の開示について（2025年4月1日以降予定）

労働者数

300人超～

300人
100人超～

100人以下

男性育休取得率
2025年4月1日以降

男女間賃金格差
2026年4月1日以降

女性管理職比率
2026年4月1日以降

開示義務あり
（育児・介護休業法）

開示義務あり
（女性活躍推進法）「一般事業主行動計画」（女性活

躍推進法）
の公表項目として選択した場合

開示義務あり（*）

開示することが望ましい 開示することが望ましい

開示義務在り
（女性活躍推進法）

開示することが望ましい

*選択しなかった場合でも開示が望ましい

◼ 育児・介護休業法の改正により、男性の育児休業取得状況の公表義務が従来の1,000人超から300人超の企業に引き下げられる（施行日2025年4月1日）
出所：厚生労働省「育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法 改正ポイントのご案内」（2024年5月31日）、www.mhlw.go.jp/content/11900000/001259367.pdf

◼ 女性管理職比率の公表、26年4月から 101人以上の企業（日経新聞 2025年1月20日）https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA2078A0Q5A120C2000000/
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厚生労働省統計資料

統計 指標 現状 補足説明

令和5年
雇用均等基本調査

女性管理職割合

令和6年度の企業規模10名以上における役職に占める女性管
理職割合は、

◼ 役員 21.1%（令和5年 20.9%）、

◼ 部長相当職 8.7%（同 7.9%）、

◼ 課長相当職 12.3%（同 12.0%）

業種や企業規模によって、数値には相当
のばらつきがあるが全体平均値としては、
前年度（令和5年度）と比較して大きく増加
しているとは言えない。
なお、企業規模30名以上の対応する指標
は、役員16.5%、部長相当職7.1%、課長
相当職11.2%であった。

令和5年
雇用均等基本調査

男性育児休業取得率

令和4年 10月1日から令和5年9月30 日までの1年間に配偶者
が出産した男性のうち、令和6年10月1日までに育児休業を開
始した者（育児休業の申出をしている者を含む。）の割合は

40.5%と、前回調査（令和5年度30.1%）より 上昇した。

取得率が上昇したのは、出生時育児休業
制度（いわゆる産後パパ育休制度）の創
設等、男性が取得しやすい環境改善が後
押ししているためと考えられる。
なお、同期間の女性の取得割合は、

86.6% （前年度84.1%）である。

令和5年
賃金基本構造統計

男女間賃金格差

一般労働者（短時間労働者以外の労働者）の賃金について男女

間賃金格差（男＝100）を見ると、75.8（令和5年度74.8）と

なっており、微増となっている。

賃金は、（ ）内は前年度
男女合計 330.4千円（318.3千円）
男性 363.1千円 （350.9千円）
女性 275.3千円 （262.6千円）

出所： 厚生労働省「令和6年度雇用均等基本調査」、www.mhlw.go.jp/toukei/list/71-r06.html

出所： 厚生労働省「令和6年賃金構造基本統計調査 結果の概況」、www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z2024/index.html

男性育休取得率の上昇と比較して、女性管理職割合や男女間賃金格差は横ばいとなっており、これらは短期的な施策の取組みが反映されにくく、中長期的な視点で効果を見守る必要がある。
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参考リンク集 （2025年9月15日アクセス）

項目 組織 リンク

「企業内容等の開示に関する内閣府令」等 金融庁 www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/20230131.html

記述情報の開示の好事例集2023 金融庁 www.fsa.go.jp/news/r5/singi/20231227.html

記述情報の開示の好事例集2024 金融庁 www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20250324-2.html

有価証券報告書の作成・提出に際しての留意すべき事項等
（サステナビリティ開示等の課題対応にあたって参考となる
開示例集を含む）及び有価証券報告書レビューの実施につ
いて（令和6年度）

金融庁 www.fsa.go.jp/news/r5/sonota/20240329-9/20240329.html

人的資本可視化指針 内閣官房 www.cas.go.jp/jp/houdou/20220830jintekisihon.html

知財・無形資産ガバナンスガイドラインVer2.0 内閣府 www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/tousi_kentokai/governance_guideline_v2.html 

価値協創ガイダンス 2.0 経済産業省 www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/ESGguidance.html 

女性活躍推進法特集ページ 厚生労働省 www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html 
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